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議案第１６号 

 

 

令和７年度 佐々町水道事業会計補正予算（第３号） 

 

 

第１条 令和７年度佐々町の水道事業会計補正予算（第３号）は、次に定めるところによる。 

 

第２条 令和７年度佐々町の水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び

支出の予定額を次のとおり補正する。 

 

（科  目）    （既決予定額）    （補正予定額）      （計） 

収   入 

 第１款 水道事業収益   386,553 千円     △714 千円     385,839 千円 

  第２項 営業外収益    30,423 千円     △714 千円       29,709 千円 

 

支   出 

第１款 水道事業費用   386,553 千円     △714 千円     385,839 千円 

 第 1 項 営業費用    326,994 千円    △2,854 千円     324,140 千円 

第４項 予備費       50,620 千円     2,140 千円      52,760 千円 
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第３条 予算第４条本文括弧中「資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額 266,987 千円は当年度

消費税及び地方消費税資本的収支調整額 42,786 千円、建設改良積立金 74,000 千円、減債積立金 65,000

千円、過年度分損益勘定留保資金 85,201 千円で補填するものとする。」を「資本的収入額が資本的支

出額に対し不足する額 263,347 千円は当年度消費税及び地方消費税資本的収支調整額 42,329 千円、

建設改良積立金 74,000 千円、減債積立金 65,000 千円、過年度分損益勘定留保資金 82,018 千円で補

填するものとする。」に改め、資本的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。 

 

（科  目）     （既決予定額）    （補正予定額）       （計） 

収   入 

 第 1 款 資本的収入    333,811 千円     △1,400 千円     332,411 千円 

  第３項 企業債     333,000 千円      △1,400 千円      331,600 千円 

 

支   出 

 第１款 資本的支出    600,798 千円      △5,040 千円     595,758 千円 

  第１項 建設改良費    470,627 千円      △5,040 千円     465,587 千円 
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第４条 予算第５条に定めた起債の限度額を次のとおり補正する。 

 

 

                         令和８年３月３日 提出 

 

                              佐々町長  濵 野  亙  

限度額 起債の方法 利率 償還の方法 限度額 起債の方法 利率 償還の方法

水道施設建設
改良事業

333,000
千円

普通貸借
又は
証券発行

年4.0％以内
（ただし、利率見
直し方式で借り入
れる資金につい
て、利率見直しを
行った後において
は、当該見直し後
の利率）

政府資金については、その融
資条件により、銀行その他の
場合には、その債権者と協議
する。ただし、企業財政の都
合により据置期間及び償還期
限を短縮し、又は繰上償還も
しくは低利に借り換えするこ
とができる。

331,600
千円

補正前に
同じ

補正前に
同じ

補正前に
同じ

起債の目的
補正前 補正後
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収　　　　入 単位：千円

補正前の額 補 正 額 計 節 金 額

1 水道事業収益 386,553 △ 714 385,839

2 営業外収益 30,423 △ 714 29,709

5 消費税及び地方 25,839 △ 714 25,125

消費税還付金 消費税及び地方 △ 714

消費税還付金

令 和 ７ 年 度 　佐 々 町 水 道 事 業 会 計 予 算 説 明 書

（　収　益　的　収　入　及　び　支　出　）

款 ・ 項 目 説 明



支　　　出

補正前の額 補 正 額 計 節 金 額

1 水道事業費用 386,553 △ 714 385,839

1 営業費用 326,994 △ 2,854 324,140

1 原水及び 88,660 △ 839 87,821

浄水費 委託料 △ 723

浄水場内水質監視機器分解整備業務委託料 △ 206

取水口整備業務委託料 △ 220

浄水場仮設非常用発電機設置に伴う支援業務

委託料 △ 297

賃借料 △ 116

浄水場用発電機賃借料

2 配水及び 38,166 △ 2,015 36,151

給水費 委託料 △ 1,907

検定満了量水器取替業務委託料 △ 1,610

ポンプ所仮設非常発電機設置に伴う支援業務

委託料 △ 297

賃借料 △ 108

ポンプ所非常用発電機賃借料

4 予備費 50,620 2,140 52,760

1 予備費 50,620 2,140 52,760

予備費 2,140

単位：千円

款 ・ 項 目 説 明
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収　　　入 単位：千円

補正前の額 補 正 額 計 節 金 額

1 333,811 △ 1,400 332,411

3 企業債 333,000 △ 1,400 331,600

1 企業債 333,000 △ 1,400 331,600

企業債 △ 1,400

支　　　出 単位：千円

補正前の額 補 正 額 計 節 金 額

1 資本的支出 600,798 △ 5,040 595,758

1  建設改良費 470,627 △ 5,040 465,587

2 施設改良費 467,072 △ 5,040 462,032

委託料 △ 1,006

小春地区配水管更新設計業務委託料

工事請負費 △ 4,034

小浦工業団地貯水槽・迎木場ポンプ所監視装置

ルーター更新工事 △ 880

県道佐世保鹿町線舗装復旧工事 △ 2,120

町道三柱神社線舗装復旧工事 △ 1,034

款 ・ 項 目 説 明

（ 資 本 的 収 入 及 び 支 出 ）

款 ・ 項 目 説 明

資本的収入



円 円 円 円

1 固定資産

（1） 有形固定資産

イ 土地

ロ 建物

〃減価償却累計額

ハ 構築物

〃減価償却累計額

ニ 機械及び装置

〃減価償却累計額

ホ 車両運搬具

〃減価償却累計額

ヘ 工具、器具及び備品

〃減価償却累計額

ト 建設仮勘定

有形固定資産合計

固定資産合計

2 流動資産

（1） 現金預金

（2） 未収金

貸倒引当金

（3） 貯蔵品

流動資産合計

資産合計

82,745,359

121,291,716

令 和 ７ 年 度　佐 々 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表 （税抜）

（　令和８年３月３１日　）

資　産　の　部

△ 83,988,893

2,660,808,840

37,302,823

△ 1,621,212,467

1,262,600,687

4,282,021,307

△ 800,696,431

3,343,693

983,973

604,142,999

1,412,910△ 1,930,783

6,417,824

△ 5,433,851

461,904,256

3,849,301,160

3,849,301,160

738,673,952

41,471,073

785,596,909

△ 48,116 41,422,957

5,500,000

4,634,898,069
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円 円 円 円

3 固定負債

（1） 企業債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債

企業債合計

固定負債合計

4 流動負債

（1） 企業債

イ 建設改良費等の財源に

充てるための企業債

企業債合計

（2） 未払金

（3） 預り金

（4） 引当金

イ 賞与引当金

引当金合計

流動負債合計

5 繰延収益

（1） 長期前受金

イ 受贈財産評価額

収益化累計額

ロ 補助金

収益化累計額

ハ 工事負担金

収益化累計額

ニ 他会計補助金

収益化累計額

ホ 補償金

収益化累計額

長期前受金合計

繰延収益合計

負債合計

1,386,965,345

1,386,965,345

負　債　の　部

1,386,965,345

0

3,235,000

3,235,000

120,340,808

120,340,808

2,500,000

126,075,808

45,706,292

125,198,609

△ 79,492,317

6,301,885

1,828,227

65,459,995

△ 59,158,110

43,520,421

△ 28,093,094

36,564,586

△ 34,736,359

32,145,318

19,603,126

15,427,327

△ 12,542,192

88,866,857

88,866,857

1,601,908,010
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円 円 円 円

6 資　本　金

（1） 自己資本金

イ 固有資本金

ロ 組入資本金

自己資本金合計

資本金合計

7 剰　余　金

（1） 資本剰余金

イ 受贈財産評価額

ロ 補助金

ハ 工事負担金

ニ 他会計補助金

ホ 補償金

資本剰余金合計

（2） 利益剰余金

イ 減債積立金

ロ 建設改良積立金

ハ 災害準備積立金

ニ 当年度未処分利益剰余金

1）当年度純利益

2）前年度未処分利益剰余金

3）その他未処分利益剰余金

利益剰余金合計

剰余金合計

資本合計

負債資本合計

資　本　の　部

1,972,408,420

29,936,968

1,942,471,452

1,972,408,420

9,052,346

12,146,470

200,321,000

29,337,325

4,358,660

255,215,801

80,000,000

173,365,838

203,000,000

349,000,000

10,432,000

933,838

162,000,000

1,060,581,639

805,365,838

3,032,990,059

4,634,898,069
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＜注記＞

Ⅰ 重要な会計方針

本会計は地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

1．固定資産の評価基準及び評価方法

・固定資産　　取得原価による。

2．固定資産の償却の方法

・有形固定資産　　定額法による。

・主な耐用年数

建物 24年～65年

構築物 10年～60年

機械及び装置 8年～20年

車両運搬具 5年～15年

工具、器具及び備品 2年～15年

3．リース資産に係る経過措置

・所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に準じた会計処理による。

4．たな卸資産の評価基準及び評価方法

・貯蔵品　　

最終仕入原価法による。

5．引当金の計上方法

・貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込み額を計上している。

・賞与引当金

職員の期末・勤勉手当の支給に備えるため、当事業年度末の在籍職員における支給見込額に

基づき、当事業年度の負担に属する額を計上している。

6．収益及び費用の計上基準

・収益及び費用の計上基準は総額主義及び発生主義による。

7．消費税等の会計処理

・消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ 貸借対照表等関連

1．担保提供資産及び保証債務の有無

　 ・資産の担保提供及び保証債務はありません。

2．企業債の償還に係る他会計の負担

・貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して1年以内に償還

　する予定のものを含む。）のうち、一般会計等が負担すると見込まれるものはありません。

Ⅲ セグメント情報の開示

本会計は水道事業のみを実施している。

Ⅳ 減損損失関連

減損処理となるものはありません。

Ⅴ その他の注記

1.賞与引当金の取崩し

・令和7年度において、期末手当及び勤勉手当の支給並びにこれらに係る法定福利費を支給する

　ため、賞与引当金3,181千円を取り崩す予定である。
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（間接法） （単位：円）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

　当年度純利益 10,432,000

　減価償却費 111,326,148

　貸倒引当金の増減額（△は減少） △ 22,710

　賞与引当金の増減額（△は減少） 54,000

　長期前受金戻入額 △ 4,155,053

　受取利息及び受取配当金 △ 143,000

　支払利息 8,934,000

　固定資産除却損 1,705,201

　未収金の増減額（△は増加） △ 34,325,417

　未払金の増減額（△は減少） △ 772,344

　たな卸資産の増減額（△は増加） 1,261,025

　その他流動負債の増減（△は減少） 0

　　小計 94,293,850

　利息及び配当金の受取額 143,000

　利息の支払額 △ 8,934,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 85,502,850

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

　有形固定資産の取得による支出 △ 556,720,181

　国庫補助金等による収入 810,000

　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 555,910,181

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

　建設改良企業債による収入 441,700,000

　建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 130,170,881

　財務活動によるキャッシュ・フロー 311,529,119

資金増加（減少）額 △ 158,878,212

資金期首残高 897,552,164

資金期末残高 738,673,952

＜注記＞

Ⅰ重要な会計方針

本会計は地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

・消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計方式は税抜方式による。

Ⅱ予定キャッシュ・フロー計算書等関連

　重要な非資金取引はありません。

令和７年度　佐々町水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで）

キャッシュ・フロー項目
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